
 
 

平成 24年度 甲斐市地球温暖化対策実行計画 取組結果 

～ 甲斐市役所エコアクションプランにおける点検・評価 ～ 

１ 調査概要 

  甲斐市地球温暖化対策実行計画（甲斐市役所エコアクションプラン）に基づき、温室

効果ガスの排出の実態を把握するために、平成 24年度における各課等の事務事業に伴う

活動量調査を実施しました。 

  この活動量調査の数値を基に、「地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地方公共

団体の事務及び事業に係る温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン（平成 11年 8月

環境省）」による算定方法により温室効果ガス排出量を算定しました。 

２ 実行計画の評価等 

  甲斐市地球温暖化対策実行計画（基準年度：平成 18 年度 計画期間：平成 21 年度～

平成 24 年度）では、温室効果ガスの排出量を平成 24 年度までに基準年度から 4％以上

の削減を目標としているため、削減率の推移によって検証します。 

３ 調査結果（温室効果ガス総排出量の推移）            （単位：㎏-CO2） 

平成 18年度 

（基準年度） 
平成 21年度 平成 22 年度 平成 23年度 

平成 24年度 

（調査年度） 

※6,070,855 5,968,344 5,914,426 5,415,180 5,293,016 

削減率 △1.69％ △2.58％ △10.80％ △12.81％ 

平成 24 年度の温室効果ガス排出量は、基準年度の平成 18 年度に比べ 777,839 ㎏-CO2

減少しており、削減率は 12.81％となりました。 

削減の主な要因として、各施設の節電計画の効果による電気使用量の削減、施設改修

工事に伴う省エネルギー化等による効果、節水に伴う揚水・配水量の減少による水道施

設の電気使用量の減少などが挙げられます。 

 

※甲斐市地球温暖化対策実行計画における基準年度の温室効果ガス排出量は 8,428,353 

㎏-CO2ですが、基準年度以降、指定管理者制度の導入施設が増加しているため、点検・ 

評価にあたっては当該調査年度の指定管理者制度導入状況に合わせて、基準年度の温室 

効果ガス排出量を再算定しました。 

このことにより、取組における実質的な温室効果ガス排出量の増減が表すことができます。 



 
 

４ 項目別エネルギー使用量及び温室効果ガス排出量集計結果 

(1) 項目別エネルギー使用量の結果 

項  目 平成 18年度 平成 24年度 
平成 18年度比 

増減量 増減率 

電  気 (kWh) 12,260,953 10,594,596 △1,666,357 △ 13.59% 

灯  油 (㍑) 355,333 312,827 △ 42,505 △ 11.96% 

ＬＰガス (㎥) 85,779 96,762 10,983 12.80% 

Ａ 重 油 (㍑) 29,250 0 △ 29,250 △ 100.00% 

ガソリン (㍑) 66,966 52,293 △ 14,674 △ 21.91% 

軽  油 (㍑) 37,467 21,650 △ 15,817 △ 42.22% 

天然ガス (㎥) 295 397 102 34.72% 

浄 化 槽 (人) 6,335 5,950 △ 385 △ 6.08% 

公 用 車 (㎞) 768,609 584,853 △ 183,756 △ 23.91% 

(2) エネルギー別温室効果ガス排出量の結果           （単位：㎏-CO2） 

項  目 平成 18年度 平成 24年度 
平成 18年度比 

増減量 増減率 

電    気 4,156,463 3,591,568 △ 564,895 △ 13.59% 

灯    油 890,382 784,688 △ 105,694 △ 11.87% 

Ｌ Ｐ ガ ス 535,045 603,548 68,503 12.80% 

Ａ 重 油 79,257 0 △ 79,257 △ 100.00% 

ガ ソ リ ン 155,473 121,406 △ 34,067 △ 21.91% 

軽    油 98,135 56,707 △ 41,428 △ 42.22% 

天 然 ガ ス 644 868 224 34.72% 

浄 化 槽 150,427 130,185 △ 20,242 △ 13.46% 

公 用 車 5,029 4,046 △ 983 △ 19.54% 

計 6,070,855 5,293,016 △ 777,839 △ 12.81% 



 
 

(3) 部門別温室効果ガス排出量の推移              （単位：㎏-CO2） 

施設区分 平成 18年度 平成 24年度 
平成 18年度比 

増減量 増減率 

教 育 施 設 2,634,309 2,358,264 △ 276,045 △ 10.48% 

公 用 車 245,099 169,661 △ 75,438 △ 30.78% 

児 童 施 設 302,175 244,064 △ 58,111 △ 19.23% 

水 道 施 設 1,638,767 1,272,155 △ 366,613 △ 22.37% 

その他施設 785,750 854,471 68,722 8.75% 

庁    舎 464,754 394,402 △ 70,353 △ 15.14% 

計 6,070,855 5,293,016 △ 777,839 △ 12.81% 

 

 


